



















































































































































































































ゼンチン核管理機構（ABACC: The Brazilian-Argentine Agency for Accounting 
































































































































































































房、2002年。（John Lewis Gaddis, The Long Peace: Inquiries into the History of the Cold 
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条約である。See Daniel H. Joyner, International Law and the Prohibition of Weapons of 
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22 アルフォンソ・ガルシア・ロブレスの自伝として、Alfonso García Robles, 
Translated by Marjorie Urquidi, The Denuclearization of Latin America, Carnegie En-




については、Arturo C. Sotomayor, “BRAZIL AND MEXICO IN THE NONPROLIF-
ERATION REGIME - Common Structures and Divergent Trajectories in Latin America,” 

































OPANAL（Organismo para la Proscripción de las Armas Nucleares en la América Latina 
y el Caribe）Website 参照。<http://www.opanal.org/CInfo_antecedentes_COPREDAL.
html#.UzORZrcrjct>
31 原資料の出典は、PDE 2022 <http://www.epe.gov.br/PDEE/24102013_2.pdf>
32 ARとはActas Resumidas（議事抄録）の略号であり、COPREDAL会期中、50
の文書に集約されている。
33 Agradeció desde luego la mención hecha por él de su país para que, conjuntamente 
con México y la Argentina, integrase un grupo de trabajo para estudiar la manera de 
coordinar el programa de desnuclearización con el uso pacífico de la energía atómica. 
(COPREDAL/AR/6, 19 de marzo de 1965, p.5)
34 Consideró fundamental e indispensable que los gobiernos opinen respecto al po-
sible enlace entre la desnuclearización y la aplicación pacífica de la posible utilización de 
explosivos atómicos para la apertura de un nuevo canal interoceánico en Centroamérica, 
expresando que había sido muy extensa la especulación acerca de la compatibilidad de ese 
empleo con las estipulaciones del Tratado de Moscú. (COPREDAL/AR/6, 19 de marzo de 
1965, p.6)





― 84 ― ― 85 ―














posed Nuclear Weapons Convention (NWC)’, NTI Website <http://www.nti.org/treaties-
and-regimes/proposed-nuclear-weapons-convention-nwc/>を参照。2008年1月に国連
総会にて採択されたモデル核兵器禁止条約の条項（前文、19条、付属議定書）の
一覧は以下の通り（国連総会決議A/62/65, 2008年1月18日採択）。前文・一般的
義務・定義・宣言・履行段階・査察・国内的履行基準・個人の権利及び義務・機
関・核兵器・核物質・核施設・核の運搬手段・本条約の禁止対象外の機能・協力、
追従及び協議合意・発効・財政・改正・適用範囲・締結・紛争の強制的解決に関
する選択議定書・エネルギー支援に関する選択議定書・付属議定書Ⅰ：核利用活
動に関する細則及び計画・付属議定書Ⅱ：核兵器の構成要素・付属議定書Ⅲ：加
盟国一覧及び運用機関が管理する地理的範囲
39 足立研幾『オタワプロセス―対人地雷禁止レジームの形成』有信堂高文社、
2004年｡ をもとに作成された図である。
40 対人地雷禁止条約に見られる、自己選択方式を代表とするこれまでの軍縮
条約交渉には見られなかった特長は、「オタワプロセス」と称される。オタワプ
ロセスの交渉過程における特徴を含めた包括的な研究として、足立『前掲書』。
なお、オタワプロセスに際しての参加資格に当たる文書は、以下のとおりである
（同書135頁）。1．国際的行動―対人地雷の国際的禁止の支持　a）対人地雷全廃
を支持し、対人地雷製造、使用、輸出のモラトリアムを行うことを促す国連総会
決議を支持すること　b）対人地雷の使用、製造、保有、輸出を禁止する国際的
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合意の可能な限り早い締結に向けて努力すること　2．地域的行動―地雷の国際
的禁止の目的を支持するための地域としてもコミットすること　3．国内的行動
―CCW（特定通常兵器使用禁止制限条約：筆者注）改定議定書の内容を超えて、
地雷使用、輸出の禁止、モラトリアム、規制を国内的に一方的に行うこと
41 対人地雷禁止条約締結の後、その非人道性が指摘され禁止条約の締結に
至ったものとして、クラスター爆弾がある。
42 ある規範の確立に向けて交渉を行うためのテーブルを設定し、テーブルに
集まった国家間の関係を取り持つ役割を果たす行為主体（アクター）のことを指
す。対人地雷の場合は、ICBLがこれにあたる。村田晃嗣ほか『国際政治学をつ
かむ』有斐閣、2009年、104頁を参照。
43 村田ほか『前掲書』、104～105頁を参照。対人地雷と同様の過程で採択され
たのが、クラスター爆弾禁止条約（2008年採択）である。クラスター爆弾につい
ては、ノルウェーが中心となってその採択へ導いたことから、オスロプロセスと
称される。
44 人間の安全保障に関する今日までの変遷については、福島安紀子『人間の
安全保障―グローバル化する多様な脅威と政策フレームワーク』千倉書房、2010
年、7～30頁に、その詳細がまとめられている。
45 「核兵器禁止条約によって世界が非核化されるならば、地域的な非核地帯は
必要なくなるのではないか」という命題に対して、梅林宏道は、「『核兵器のない
世界』は真空の中に生まれるのではない。核兵器のない世界を維持するためには、
約束の遵守や検証や紛争解決の協議機関など、さまざまな機能が果たされなけれ
ばならない。それには、地域固有の歴史を踏まえ、信頼醸成を積み重ねた地域的
な仕組みが不可欠になる。非核兵器地帯条約が生まれていれば、その条約機構が
そのまま『核兵器のない世界』を維持する地域機構となる」と、地域的軍縮措置
としての非核（兵器）地帯だからこそ果たしうる役割を強調している。梅林宏道
『非核兵器地帯―核なき世界への道筋』岩波書店、2011年、176頁。
